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    ＜要 旨＞ 

本稿の目的は東京都の公立大学（東京都立大学）教員の公募における
競争の実態を明らかにすることである。2019 年度から 2021 年度までの
111 件の公募に対する平均応募数は約 15 件であり、この中には 183 件
など極端に応募数が多い公募も含まれていた。競争倍率は理学部（平均
応募数 46.00）で高く、健康福祉学部（同 3.69）で低いなど分野によっ
て異なる。また教授職や准教授職の競争倍率は助教職の約 3 倍など、職
階によっても異なる。教授職では昇任人事が 8 割弱を占めるなど、公募
数の少なさによる影響も推察される。任期のない公募の競争倍率は高
いが、同公募の多くは教授職や准教授職で占められるなど職階による
影響が考えられる。さらに応募数が極端に多い、もしくは少ない公募の
特徴を見たところ、分野と職階が関係することが示された。これら結果
は東京都での大学立地が影響すると考えられるため、他大学の事例研
究を通じてより広範な知見を蓄積する必要がある。 

 
 
1．背景 
 

知識を基盤とする社会や経済において、大学教員の役割は一層重要にな
っている。そして大学教員のメンバー構成や配置は、大学教員市場への参入
や移動の手段に影響される。なぜなら指名や公募に代表される手段の違い
によって、誰が採用され、市場に残り、どのような大学に所属するのかが左
右されるからである。大学の類型によっても研究や教育に費やす時間は異
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なり（日経リサーチ 2019）、時間配分は各人の研究や教育業績に影響する。
よって大学教員の採用方法は大学教員市場への参入や移動を左右し、研究
業績や高度人材の育成に影響を与える可能性を持つ 1）。 

日本の大学教員市場への参入および市場内の移動方法は変わりつつある。
1994 年 6 月に提出された「教員採用の改善について」答申において大学教
員人事の活性化が提言されてから 30 年近くが過ぎた。この間、大学内部も
しくは関係者のみによる就職者決定（指名制）から、研究者を対象としたデ
ータベース（例えば Japan Research Career Information Network：JREC-
IN）などを用いた公募が増加した。もっとも文部科学省によって 2022 年に
公募が開始された国際卓越研究大学制度においても、アカデミック・インブ
リーディング（自校出身者の優先的採用）の抑制によって大学教員のダイバ
ーシティを担保することが日本の研究力向上の方策として述べられるなど
（文部科学省 2022）、大学教員の採用慣行は依然として課題があると認識
されている。

採用慣行の見直しを促す背景には、公募制が指名制よりも良い教員の補
充を行うと捉えられるためだろう。しかし両者には長短がある（山野井 
2000）。公募制のメリットは、客観的な指標に基づく評価が行われることや、
サーチ範囲が広いため公募する側はより良い候補者を獲得できることであ
る。応募者にとっても、より公平で明確な手続きが期待できる。日本の大学
教員の研究パフォーマンスは公募制で選ばれた方が指名制の場合よりも高
い（Yonezawa 2015）。他方で公募制のデメリットは募集側が応募者の人格
や性格を十分に把握できないことである。指名制のメリットは煩雑な手続
きを必要としない効率の良さや候補者の人柄等の把握であり、これに加え
て、自校出身者を採用する場合は忠誠心が大きいことも期待できる
（Gorelova and Yudkevich 2015）。デメリットは、トップクラスの大学を除
いては、採用された教員の研究パフォーマンスの低さである。

大学や組織はその特性により、公募制の採用を検討する。山野井（2000）
によると、大学教員市場の補充は大学組織と応募人材の威信の交換によっ
て成立する。大学は、公開と非公開の２種類のサーチにより候補者の探索を
行い、公募制が採用されるか否かは市場における可視性の度合いにより決
まる。すなわち、補充者を認知できる度合いが強ければ、サーチ範囲を広げ
る必要はない。採用行動は大学の威信によっても左右される。研究型大学は
大学院を有するため候補者が身近におり、研究者ネットワークが大きく強
固であるためサーチにおいて優位に立つ。専門分野によっても可視性は異
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なり、学閥などの人的ネットワークも影響を与える。そして大学の威信と応
募者の威信が釣り合ったときに採用が選択され、その交換バランスが崩れ
た時に市場内の移動や大学教員市場からの退出が起こる（山野井 2000）。も
っとも知識集積等による大都市圏選好やライフイベント重視のように大学
教員の価値観が多様化すれば、威信のバランスに拠らない移動も十分に起
こりえる。 

大学教員採用に用いられる 2 つの手段は、研究蓄積の多さにおいても異
なる。先行研究は、Horta ほか（2011）などの例外を除いて、その多くが公
募を扱う。公募制は募集情報が公開されているため関連する知見を積み重
ね易い。日本の大学教員市場の実証的な分析は、山野井（2000）を嚆矢とす
る。これは、公募制の黎明期である 1975 年から普及期である 1992 年までに
国内の特定大学の教育学部に送られた公募文書を分析したものである。同
分析以降は、JREC-IN の分析結果を中心とした知見が蓄積されてきた（例
えば山下・川島 2015 など）。もっとも公募が締め切られた後の選考過程は依
然として十分に分析されていない。 

JREC-IN のような公募情報の分析は需要の一端を明らかにするが、供給
の実態把握は容易ではない。応募者による機関移動の意思や不採用等のセ
ンシティブな内容を含むため公募を締め切った後の情報は公開されないの
が通例である。また公募時の競争は需要と供給のバランスと見なせるため、
大学教員の需給の理解に近接する。しかしその実態把握は非常に限定的で
ある。例外的な先行研究としては、公募当たりの競争倍率を調査した科学技
術政策研究所（2009）がある。ここでは、大学類型や分野および職階による
競争倍率の違いが示された。しかし大学教員職への応募状況は、これら要因
に加えて、所属大学の地理的条件や任期によっても異なるだろう。またたと
え有期雇用であっても雇用期間の長さや、無期転換できるなどの条件によ
って競争倍率が異なる可能性も考えられる。これら複数の条件が結びつく
影響はないのだろうか。

このような問題意識から、本稿は大学教員公募時の競争倍率の実態を、公
募の文脈を考慮した分析を通じて明らかにする。この試みは、東京都の公立
大学が教員採用選考に関するデータの一部を前年度分のみホームページ上
で公開しているため可能となったものである。このような採用人事データ
の公開は、公的機関における人事の透明性を高めると同時に、大学教員の人
材需給の解明に繋がることが期待される。採用情報の公開背景に関しては 3
節を参照願いたい。もっとも、大学教員への応募が地理的条件や設置者種別
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の影響を受けるのであれば、特に東京都に立地する公立大学という点に留
意する必要がある。 

2．文献調査 

多くの国では大学教員の採用においてアカデミックインブリーディング
が日常的に行われ、それが問題だと認識されていないことも多い （Altbach 
et al. 2015）。しかし同テーマは日本のみならず海外でも研究が蓄積され、例
えば学力上位校ではインブリーディングによる採用が多いなど大学類型に
よる違いも示されている（Gorelova and Yudkevich 2015）。日本においてア
カデミックインブリーディングが多いのは、大学教員の移動だけでなく、高
等教育に関わる人材全体の流動性の低さによる影響も大きい（Yonezawa
2015）。しかし近年は大学教員市場内の移動も多い。この背景には、助教を
中心とした初期キャリア相当職に有期雇用が多いことに加えて、准教授や
教授職での有期雇用の増加がある（加藤 2023）。また、市場参入時に希望す
る大学に配置されない可能性や、所属大学の威信と教員の業績が釣り合わ
なくなることで生じる自発的な移動もあるだろう。さらにはライフイベン
トや所属組織に対する満足度の低下など、様々な理由で大学間の移動が試
みられる（Lawrence et al. 2014、Mamiseishvili and Lee 2018）。

日本では近年、大学教員の採用に関わる研究が増加かつ多様化した。その
背景の１つには、1990 年代の大学院重点化以降に博士課程修了者が増加し
た一方で、大学教員若手職のポストが減るなど大学教員市場への参入が厳
しくなったことへの着目がある（加藤 2023）。また若手教員には公募を通じ
た採用が普及するなど（Yonezawa 2015）、公募が増えてデータが入手しや
すくなったことも影響する。 

日本の大学教員公募を大規模に分析した山野井（2000）以降の研究内容は
大きく 4 つに大別される。まずは大学院修了後の大学教員市場への参入を
扱う研究である。博士課程修了者と新卒採用された大学教員のバランスを、
マクロデータを用いて分析する研究が主流である。この背景には、博士課程
修了者のアカデミア就職を定量的に把握する狙いがある。これら先行研究
には浦田（2007）、加藤（2022）、科学技術・学術政策研究所（2020）が含ま
れる。次に分類されるのは、大学教員を採用する側の意識や実態についての
研究である。葛城（2007）は採用者が重視する条件を分析し、大学類型によ
る差異はあるが、博士号、教育実績、研究実績の 3 点が重視されると述べ
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る。3 つ目に分類されるのは、採用手法と研究成果の関連である。科学技術
政策研究所（2009）は、自然科学分野の大学教員の機関移動と研究生産性の
相関関係を分析し、両社は正の関係を持つことを示した。また、葛城（2018）
はボーダーフリー大学の若手教員を対象として調査した結果、公募によっ
て採用された教員の研究生産性はそうでない教員よりも高いことを示した。
また、インブリーディングを問題視して実態把握を試みた Horta ほか（2011）
は、大学教員が実際にどのような経路を経て市場に参入したのか、教員への
インタビューから明らかにしようと試みた。4 つ目に分類されるのは大学教
員採用の公募状況を把握する試みである。JREC-IN データを分析した先行
研究は特定分野や期間に限定したものが大半を占めるが、比較的大規模に
分析した先行研究には、公募の経年変化（山下・川島 2015）や、応募者に
求められる能力（葛城 2022）および、大学教員の教育力（加藤 2023）を分
析した先行研究が含まれる。

山野井（2000）は具体的な人事の選考過程への踏み込み不足を課題とし
て挙げており、関連先行研究が増加し多様化した現在でも依然として進ま
ない。もっとも上記先行研究の中で人事選考の一過程として公募の競争倍
率に着目した先行研究は 2 つあり、1 つは採用者側、もう 1 つは被採用者
（応募者）側へのアプローチから明らかにしようと試みた。まず、科学技
術政策研究所（2009）は自然科学系の研究機関に対してアンケートを実施
して公募への競争倍率を調査した。この結果、職階、大学類型、および分
野による差異が示された。具体的には、高職階の公募ほど倍率が高く、教
授や准教授公募での倍率は 5 倍以上が 50％を超え、講師、助教、助手でも
50％近い。他方でポストドクター・研究員の公募には応募数が 3 倍から 5 倍
以下の占める割合が 60％を超えた。国立大学の競争倍率は公立大学や私立
大学に比べて高く、理学分野は他分野と比べて全職階で競争倍率が高い。
葛城（2018）は、大学院生の就職先として想定されるボーダーフリー大学
に所属する教員を対象として調査し、40 代前半までの教員 290 人（うち社
会科学系 165 人、理・工学系 95 人）のデータを分析した結果、公募を経て
採用された者は半数以下（48.4％）であり、公募で採用された講師以上の者
の応募数の平均値は 21.2、中央値は 10.0 であることを示した。 

これら先行研究の結果は、競争倍率の一端を伝える。しかしさらなる知見
を蓄積する余地を残す。例えば競争倍率に影響するのは、大学類型や分野及
び職階はもちろんのこと、大学の立地や任期の有無なども含まれるだろう。
またこれらの条件は関連すると考えられるが、その影響はどのように競争
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倍率に影響するのだろうか。応募の実際に近接するためには応募の詳細な
属性に配慮した分析が必要であり、できる限り条件を統制して分析する必
要がある 2）。さらに、科学技術政策研究所（2009）の結果からは、大学教授
職の応募において、応募数が 20 倍以上の公募が約 10％、実質的に競争のな
い、倍率 1 倍の公募が約 7％存在する。このように応募数が極端に多い公募
や逆に少ない公募は分野や職階以外にどのような特徴を持つのだろうか。
研究人材の需給の偏りの一端を示している可能性があるが、これら外れ値
を分析した分析は管見の限り見当たらない。そこで本研究は、以下の調査設
問を設定した。 
 
東京都の公立大学教員公募について 
 
調査設問 1.  応募数は、公募属性（分野、職階、任期、およびこれら関連）

によってどのような特徴を持つのか 
 
調査設問 2.  応募数が極端に多い、もしくは少ない公募はどのような特徴

を持つのか 
 
3．背景情報及びデータ概要 
 
対象機関の特徴 

東京都立大学は東京都八王子市に本部を置く公立大学である。2005 年に
都立の 4 つの大学を再編・統合して「首都大学東京」として設置され、2020
年 4 月に「東京都立大学」に改称した。なお公立大学便覧によると、2022 年
には日本に 98 の公立大学が存在し、これは日本の全大学数 803 校うちの
12.20％を占める（公立大学協会 2021a）。 

東京都立大学は規模、教育、研究面で公立大学のトップに位置する。東京
都立大学を構成するのは、2022 年 5 月 1 日現在で 9,027 人の学生（うち女性
は 3,503 人、うち大学院生 2,200 人）、647 人の教員（うち女性 133 人）、503
人の職員（同 298 人）である。公立大学の半数弱は単科大学であり 5 学部以
上を有するのは 9 大学（9.18％）にとどまる。東京都立大学は 2022 年時点
で 7 学部 7 研究科を有する総合大学であり、公立大学の中では最大規模で
ある（公立大学協会 2021b）。また公立大学では、地域における看護師等の
確保を目的に設置された看護・保健医療・福祉関連系統の学部が最も多く、
これらは全体の 1/4 を超える 53 学部に上る（公立大学協会 2021a）。東京都
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立大学も健康祉学部を持ち、学部生約 800 人（学部生のうち 12.24％）が所
属する。 

東京都立大学の教員当たりの学部学生数は 10.48 人であり（東京都立大学 
2021）、公立大学全体の比率 11.19 人より少なく、国立大 9.36 人より多い。
医学部を持たない総合大学として最も良好な比率である。2021 年度の科研
費の主な研究種目における新規採択率は日本全体で 27.89％であり、東京都
立大学は 37.50％（日本学術振興会 2022）である。さらに高被引用論文に関
しても公立大学でのトップである（東京都立大学 2021）。 

2021 年度の大学院修了生を見ると、大学院（博士前期課程）修了者数 710
人うち進学者数は 64 人、大学院（博士後期課程）修了者数 94 人のうち就職
者数 53 人である（東京都立大学 2022）。具体的な就職先は示されていない。
少し古いデータながら、都立大学を最終学位とする大学教員の 2001 年の市
場占有率は国立大学で1.0％、私立大学で1.3％であり（どちらも上位15位）、
公立大学では 2.5％（上位 11 位）である（藤村 2007）。 

採用情報の公表背景 
本稿は東京都立大学の 3 年分（2019 年度から 2021 年度まで）の公募デー

タを使用する。2021 年 12 月に東京都立大学の総務部人事担当部署に採用情
報の公表についてメールで問い合わせたところ、その目的は「選考の厳格
性・透明性の確保を図るとともに、東京都の設置する公立大学法人として出
資者である都民に対する説明責任を果たすため」であり、2015 年度より主
に JREC-IN を通じて公募した採用情報（採用された教員氏名等の情報や、
応募数や公募期間などの選考情報）を公開している。筆者が当該部署に公表
の経緯を問い合わせ時には、公表開始に関わった当時の担当者は既に在籍
せず、実施に至った経緯の詳細までは資料から確認できないとの回答を得
た。

JREC-IN の利用者 
JREC-IN は大学を含む研究機関への就職や移動を試みる研究者が利用し

ている。2022 年度の利用者調査によると、回答者（10,170 人）は、50 代、
准教授・講師相当が一番多い。内訳を年代別に見ると 50 代が 30.0％であ
り、60 代が 16.4％と続く。職階では准教授・常勤専任講師相当が 22.9％と
最も多く、教授相当が 15.4％と続く（科学技術振興機構情報基盤事業部 
2022）。被雇用者の利用が大半と考えると、参入よりも移動を試みる研究

187



者の利用が多いと推察される。初期キャリアにある研究者の人数自体が中
堅以上の教員よりも少ないことに加えて、初期キャリアにある研究者の応
募時の競争が上位職階と比べて比較的穏やかな可能性も考えられる。 

同利用者調査に回答した者の 9 割弱が JREC-IN は役に立ったと回答して
いる。役に立たないと回答した者のうち、「応募しても採用されない」が
47.1％、「情報量が少ない」が 46.3％で上位を占める。そして雇用者と応募者
の双方が公募活動に問題があると感じている。例えば応募者にとっては、公
募を通じた採用状況は厳しい。就職が決まらないと回答する者が 62.2%であ
り、直近で就職が決まった場合でもそれに要した時期は、1 年以上と回答す
る者が 62.7％を占める。他方で採用者からは「公募を掲載しても応募が少な
い」との声もある。 

データ概要 
本研究は、2019 年度から 2021 年度までの 3 年度分の「東京都立大学 採

用・昇任選考結果一覧」（東京都公立大学法人 2021）から得られた 119 件の
データを利用した（2019 年度 30 件、2020 年度 42 件、2021 年度 47 件）。
Web には当該年度の前年度の結果のみ公開されている。なお本稿で扱う公
募のうち任期など公募要領の詳細が分かるのは 2021 年度分のみである。119
件のデータには指名人事が 8 件含まれるため、公募人事は 111 件となる。都
立大の教員数は 647 人（2021 年 5 月 1 日現在）であり、分析対象とした 3
年間の増員を考えなければ、年 5.72％の教員が公募により入れ替わると算出
される。 

公募数の変化を職階別に示す（表 1）。准教授職と助教職の公募数は順に
各 51 件と 48 件であり、3 年の調査期間でこの 2 職階の公募数は徐々に増加
している。教授の公募数は 12 件であり、准教授や講師の 4 分の１以下であ
る。教授の公募数が少ないのは昇任選考が大半を占めるためだと考えられ
る。2021 年度には昇任選考の結果として 18 人が教授に昇任し、同年度に公
募された教授は 5 人のため、東京都立大学で教授になった教員のうち公募
されたのは 2 割強である。 
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表 1 職階別の公募数 

職階 2019 2020 2021 合計 
教授 0 7 5 12 
准教授 14 17 20 51 
助教 13 14 21 48 
合計 27 38 46 111 

指名人事 
指名人事は 3 年間で 8 件（教授 2、准教授 6）である。所属学部は人文社

会学部が 4 件と半数を占め、残りはシステムデザイン学部、理学部、法学
部、都市環境学部の各 1 人である。指名人事によって就職した 8 人の過去の
所属組織や学会および業績等を見ると、次のように分けられる。まずは一定
の研究業績があり学外の組織や他大学から雇用された者が 4 人、助教等と
して東京都立大学に一定期間在職して准教授として昇任した者が 2 人、省
庁等の交流が 1 人、いずれにも属さないと考えられる教員が 1 人である。指
名人事以外のデータには JREC-IN に掲載された公募期間が含まれているが、
指名人事のデータには含まれていない。よって指名人事での公募（採用者が
既に決まっている、いわゆる「出来レース」と呼ばれる見せかけの公募）は
行われていないと推察される。 

4．分析結果 

4.1 応募数 
111 件の公募の平均応募数は 15.12、標準偏差は 24.64 である。応募数が 40

人以上の 7 件（6.3％）を除くと平均応募数は 9.99 となる。よって、応募数
が多い一部の公募が応募数の平均値を押し上げていることが分かる。 

公募当たりの応募数の分布を図 1 に示す。応募数の最少は１人，最大は
183 人であり、応募数 4 人の公募が 11 と最も多い。応募者が 9 人以下の公
募は 56.76％を占める。応募者が 16 人以下の公募は各 4 件以上の公募を数
えるが（ただし例外は 4 件ある）、応募数が 17 人以上の公募は最大 183 人
の公募まで散発的に続き、公募数はほぼ 1 件、多くて 2 件である。 
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図 1 公募当たり応募数の分布 
 
 
職階別の応募数 

表 2 に職階別の応募数基本統計を示す。助教職への公募当たり応募数は
平均 7.29 なのに対して、教授、准教授への応募数は 3 倍近い（教授 21.17、
准教授 21.06）。教授や准教授職への応募の最小値や最大値は助教職と比べて
大きい。公募数と応募数が共に多いのは准教授職である。教授への昇任数が
2021 年度のみでも 18 人、公募数が 5 人だったことを考えると、准教授職で
テニュアとなり教授職へ昇任するパターンが多いと推察される。 
 

表 2 職階別の応募数基本統計  
  公募数 平均 標準偏差 最小値 最大値 
教授 12 21.17 24.17 4 81 
准教授 51 21.06 32.72 2 183 
助教 48 7.29 5.89 1 30 

 
 
学部別の応募数 

学部別の公募数と応募数を表 3 に示す。両数ともに学部ごとに異なる。公
募数は学部規模に左右されるが、対象期間内で多いのは、順に都市環境学部
（公募数 20）、システムデザイン学部（同 20）、人文社会学部（同 17）であ
る。応募数が多いのは先行研究で指摘されたように理学部（平均 46.00）で
あり、標準偏差（51.95）も大きい。10 件以上の公募がある 6 学部に限って
見ると、理学部の次に応募数が多いのは、人文社会学部（平均応募数 12.59）
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や都市環境学部（同 12.50）であり、経済経営学部（同 9.71）が続く。応募
数が少ないのは健康福祉学部（平均応募数 3.69）である。表 2 で示したよう
に助教職は応募数が比較的少なく、健康福祉学部の公募は助教職が多いこ
とも影響するだろう（公募に占める助教職の割合は全体で 43.24%、健康福

祉学部では 61.54%）。しかし健康福祉学部の准教授職公募 5 件の平均応募数
は 3.40、最大値は 5 であり、准教授職でも応募数が少ないことから、学部と
して応募数が少ないと考えられる。 

学内共同利用部局である 3 センターの応募数も偏っている。大学教育セ
ンターは公募数が 6 件であり、平均応募数が 28.50、最大値が 93 である。一
方で学術情報基盤センターと国際センターは 1 件ずつの公募があり、応募
数は順に 5 と 40 である。

表 3 組織別の公募数と応募数 

公募数 応募数 
合計 助教 准教授 教授  助教率 平均  標準偏差 最小値 最大値 

全体 111 48 51 12 43.24% 15.12  24.64 1 183 
都市環境学部 20 9  7  4 45.00% 12.50    9.17 1  39 
システムデザイン学部 20 12  7  1 60.00% 5.90    3.40 1  15 
人文社会学部 17 5 11  1 29.41% 12.59    7.43 3  34 
理学部 15 5  8  2 33.33% 46.00  51.95 2 183 
健康福祉学部 13 8  5 61.54% 3.69    2.39 1  9  
法学部 11 6  4  1 54.55% 6.73    4.17 2  13 
経済経営学部 7 3  1  3 42.86% 9.71    6.52 4  20 
大学教育センター 6  6 0.00% 28.50  31.83 12 93 
国際センター 1  1 0.00% 40.00 . 40 40 
学術情報基盤センター 1  1 0.00% 5.00 . 5 5 

職階と学部の影響 
職階と学部がどのように応募数に影響するのかを統計的に確認するため、

学部の階層性を仮定して、マルチレベル分析を用いて統計的に分析した結
果を表 4 に示す。級内相関係数（ICC）は階層性の有無を判断するための基
準であり 0.1 を超えることが階層性を認める１つの基準となる。今回は 0.227
のため学部による階層性があると見なされる。今回の結果は、職階変数が応
募数に対して正かつ 1％水準で有意な値を示すため、学部の違いを考慮した
時に、職階は応募数を規定する要因であることが分かる。 
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表 4 マルチレベル回帰分析結果 

係数       標準誤差 z値 
固定効果変数 

職階 7.0689*** 3.1064 2.28 
切片 3.8271 6.9027 0.55 

ランダム効果パラメータ
レベル1：公募 434.7538 60.6922 
レベル2：学部 127.8307 78.45272 

切片 
レベル2：学部 10 
Observations 111 

* p<0.10, ** p<0.05, *** p<0.01

4.2 任期の影響 
2021 年度の 46 公募を対象として、任期の有無と職階の人数を表 5 に示

す。任期の有無は同数（23 人）である。もっともその割合は職階によって
異なり、助教は全員有期だが、准教授と教授職にはほぼ任期がない。任期の
有無と応募数を表 6 に示す。まず、有期職公募への平均応募数は 7.43 であ
り、無期職の場合は約 3 倍（22.39）になる。これは表 2 で見たように、助
教と准教授・教授職の職階別の平均応募数に近い。よって本事例研究では、
有期雇用は助教、すなわち職階で説明される。なお、別途、学部別に任期の有
無を見たところ、学部による特徴は見られず、各学部の有期雇用数と助教の
数がほぼ等しいことが示された。 

任期は一枚岩ではなく、期間の長さや再任可能性も異なる。任期の内容を
表 7 に示す。任期は 3 年と 5 年に分かれ、その多く（82.61％）が 5 年であ
る。そして 5 年任期の場合は、再任審査を経て 7 年、10 年、もしくは定年
65 歳まで無期雇用となる可能性がある。再任審査を経る必要はあるが、23
件中の 12 件が定年 65 歳までの雇用が可能となる公募である。つまり有期
雇用の過半が無期雇用への転換可能性を持つ。そこで無期可能性別に応募
数を見ると（表 8）、無期転換可能性が無い場合に応募数が若干多いことが
分かる（無期転換可能性がある場合の平均応募数は 7.08、無い場合は 7.82）。
よって採用後 10 年目の再任審査による無期転換の可能性は応募数を押し上
げないことが分かる。 
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表 5 任期別・職階別の公募数  
任期 教授 准教授 助教 合計 
あり 1 1 21 23 
なし 4 19 0 23 

合計 5 20 21 46 

 
 

表 6 任期別の応募数   
任期 公募数 平均 標準偏差 最小値 最大値 
あり 23 7.43 6.13 1 23 
なし 23 22.39 40.24 2 183 

 
 

表 7 任期の内訳別公募数  
任期 更新 内容 公募数 

5 年 
あり 

10 年後の再任判定により任期の定めのない雇用になる可能性あり 12 
最長 10 年 4 
最長 7 年 2 

なし  1 
3 年 なし   4 

 
 

表 8 任期がある場合の無期転換可能性と応募数  

無期転換可能性 公募数 
応募数 

平均 標準偏差 最小値 最大値 
あり 12 7.08 5.71 2 21 
なし 11 7.82 6.82 1 23 

 
 

4.3 応募数が特に多い・少ない公募の特徴 
応募数が多い公募の特徴を見るために、60 人以上の応募があった公募 5

件を表 9 に示す。これら公募の最大応募人数は 183 人、ついで多いのは 139
人であり、最も少ない公募では 60 人である。職階は教授 2 件、准教授 3 件
であり、理学部が 4 件、大学教育センターが 1 件である。これら公募には任
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期は付いていない。応募数が 100 件を超えた理学部生命科学科の 2 公募を
見ると、募集要件の分野は多岐に渡る。大学教育センターの公募では研究業
績があれば専門分野は問わない。81 件と 60 件の応募があった教授職の分野
は、「物理化学」と「宇宙物理学の理論」というシンプルな記載である。特
定の候補者を念頭に置いたような記載ではないことが特徴と考えられるが、
次に見るように低倍率の公募でも分野の記載内容がさほど限定されていな
い。よって分野範囲の広さや記載のシンプルさは必ずしも高倍率公募の特
徴とは言えない。 

表 9 応募数が特に多い公募 

順位 応募数 職階 任期 学部 学科 分野 

1 183  准教授 無 理学部 生命科学科 微生物・植物・動物における、細胞 
生物学、生化学、生理学、遺伝学、 
発生生物学、分子生物学のいずれ 
かの分野 

2 139  准教授 無 理学部 生命科学科 生化学、生理学、遺伝学、発生生物 
学、細胞生物学、分子生物学、進化 
生物学、微生物学、生態学、系統分 
類学のいずれかの分野 

3 93  准教授 無 大学教育センター 研究業績があれば専門分野は問わ 
ない。 

4 81  教授 無 理学部 化学科 物理化学 

5 60  教授 無 理学部 物理学科 宇宙物理学の理論 

次に、応募者が 2 人以下だった公募 12 件を表 10 に示す。1 人のみが応
募した公募が 3 件、2 人が応募した公募が 9 件である。特に応募数が 1 人の
みの公募の場合、公募期間が極端に短い、いわゆる見せかけの公募の可能性
を考えて公募期間を算出した。その結果、全 12 公募の公募期間は少なくと
も 1 カ月程度はあったため、応募期間の短さが応募数の少なさに繋がった
とは考えにくい。公募された職階は助教が 10 件、准教授が 2 件であり、助
教が大多数を占める。学部の内訳を見ると、健康福祉学部が 5 件であり、う
ち作業療法学科や看護学科は助教の公募でも任期が無いものが含まれてい
る。システムデザイン学部の公募 3 件のうち航空宇宙システム工学科 2 件
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も任期が無いが、助教も准教授もいずれも低倍率である。よって低倍率の公
募はほぼ助教職であり、特定分野に偏ることが分かる。もっとも、応募数が
多い理学分野の公募が 1 件含まれる（応募数 2）ため、次節でより詳しく見
る。 

表 10 応募数が特に少ない公募 

順位 応募数 職階 任期 学部 学科 分野 公募日数 

1 1 助教 無 システムデザ 
イン学部

航空宇宙シス 
テム工学科 

構造力学、材料工学、制御 
工学、航空宇宙工学 

60 

1 1 助教 無 健康福祉学部 作業療法学科 作業療法学 36 

1 1 助教 有 都市環境学部 都市基盤環境 
学科 

トンネル工学、地下空間工
学、岩盤工学に関する分野

61 

4 2 助教 有 理学部 化学科 物理化学（光物理化学関連 
分野） 

70 

4 2 助教 有 健康福祉学部 看護学科 公衆衛生看護学 32 

4 2 助教 無 健康福祉学部 看護学科 小児看護学 35 

4 2 助教 無 健康福祉学部 看護学科 成人看護学分野 30 

4 2 助教 有 システムデザ 
イン学部

機械システム 
工学科 

機械工学を背景として構造 
材料および機能性材料に関 
する分野 

94 

4 2 准教授 無 システムデザ 
イン学部

航空宇宙シス 
テム工学科 

航空宇宙工学における構造 
工学に関連する分野 

53 

4 2 准教授 無 健康福祉学部 放射線学科 放射線科学分野（核医学、 
放射線安全管理学、放射線 
生物学分野） 

42 

4 2 助教 無 法学部 法学科 行政学・日本行政研究 29 

4 2 助教 有 法学部 法学科 日本政治思想史・近代日本 
政治思想研究 

31 

応募数が多いのは表 9 で示したように特に理学部の教授や准教授の公募
だが、表 3 や表 10 で示したように応募数が 2 件の公募もある。そこで、理
学部の応募状況をより詳細に見る（表 11）。公募 15 件のうち、任期が付い
ているのは 3 件である。助教の公募 5 件のうち、任期が付いているのは 2 件
であり、任期が付かない公募も 3 件存在する。応募数が 10 件以下と理学分
野としては少ない公募 4 件を見ると、化学科が 3 件を占める。このうち、応
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募数が 2 件と極端に少ない助教職の分野は、「物理化学（光物理化学関連分
野）」であり採用は 2021 年である。他方で物理化学分野の教授職公募には
81 件の応募があり、同職の採用は 2020 年である。教授と助教職の採用順序
と時期及び助教職への応募の少なさからは、助教公募が教授採用と関連し、
一般的な公募とは異なる条件下で行われた可能性も考えられる。また助教
職で最大数 30 の応募があった公募や、次いで応募数が多い 21 件の公募は
生命科学科の公募である。これらは、競争倍率が比較的低い助教職の中でも
特定分野の倍率は高い可能性を示唆している。 

表 11 理学部の応募状況（応募数昇順） 

順位 職階 学科 分野 応募数 任期 

1  助教 化学科 物理化学（光物理化学関連分野） 2 有 

2  准教授 化学科 有機構造生物化学 7 無 

3  助教 化学科 無機化学 9 無 

3  助教 物理学科 X 線天文学、高エネルギー宇宙物理の
観測的研究 

9 無 

5  准教授 数理科学科 幾何学 14 無 

6  助教 生命科学科 動物系統分類学 21 有 

7  准教授 生命科学科 細胞生物学、分子生物学、生化学およ
びそれらの関連分野 

23 有 

8  准教授 物理学科 広い意味での原子核理論 30 無 

8  助教 生命科学科 植物発生学及び植物生理学の分野 30 無 

10  准教授 数理科学科 解析学 39 無 

11  准教授 数理科学科 応用数理 43 無 

12  教授 物理学科 宇宙物理学の理論 60 無 

13  教授 化学科 物理化学 81 無 

14  准教授 生命科学科 生化学、生理学、遺伝学、発生生物学、 
細胞生物学、分子生物学、進化生物学、 
微生物学、生態学、系統分類学のいず 
れかの分野 

139 無 

15  准教授 生命科学科 微生物・植物・動物における、細胞生 
物学、生化学、生理学、遺伝学、発生 
生物学、分子生物学のいずれかの分野 

183 無 

注：順位 12 から 15 の 4 件は表 9 の再掲 
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5．結論と考察 

本稿は、東京都の公立大学である東京都立大学の 2019 年から 2021 年ま
での教員公募データを使い、教員選考過程の競争の実態把握を目的とした。
大学教員公募の採用倍率は大学類型によって異なることが先行研究によっ
て示されていたが、１大学を対象とすることで地理的条件を一定として、任
期や項目間の影響を含めて把握したのは本研究の成果である。これは、当該
大学が Web 上で採用昇任選考結果を公開していたために可能となったもの
である。 

分析を通じて、次のような結果が示された。まず 111 件の公募に対する平
均応募数は約 15 件であり、1 件から 2 件の応募があった公募は 12 件、100
件を超える応募があった公募は 2 件だった。競争倍率の平均値は一部の極
端に倍率の高い公募が押し上げていると考えられる。また、教授職や准教授
職への応募数は助教職への応募よりも 3 倍近く多いなど、先行研究が指摘
したように職階による違いが示された。准教授職への応募が多いのは、准教
授職に応募する助教職の多くに任期が付いているためだろう。もちろん、一
部の准教授職や教授職でも任期が付いているため、必ずしも上位職階を目
指した垂直移動ではなく、同一職階内での水平移動も想定される（加藤 
2023）。そして教授職の競争倍率が高いのは、公募件数が少ないためだと考
えられる。今回のデータでは、教授として採用された者のうち公募は 2 割強
であることが示された。大学関係者にとっては自明の事柄だが、教授選考の
競争背景を実証的に示したことが本研究の貢献である。 

職階によって競争倍率が大きく異なる背景には、職階の構造や特性以外
にも様々に考えられる。例えば、本事例が東京に立地する大学を対象とした
影響である。東京は Yonezawa ほか（2014）が指摘するように、アカデミッ
クネットワークのハブである。そして教授や准教授では東京への選好が強
まるなど、中堅職以降の事情があるとも考えられる。比較的若い時分には地
方で勤務しても、中堅年代以降の研究者カップルが配偶者や家族との同居
を志向する場合に、より大きな教員市場がこれら希望を満たすだろう。また
大学教員の志願者となる大学院生の動向も関係する。助教職の競争倍率が
低い理由の 1 つは、治部（2021）が指摘するように博士課程修了者数の減少
も影響するだろう。博士課程で学ぶ社会人学生や留学生の増加、および産業
界などアカデミア以外を志向する学生が増えたことによる影響も考えられ
る。
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分野の違いによる応募数の違いも示された。応募数が多いのは理学（平均
応募数 46.00）であり、逆に少ないのは健康福祉学部（同 3.69）やシステム
デザイン（工学）学部（同 5.90）だった。理学部で競争倍率が高いのは先行
研究が示した通りである。理学部の中でも助教は准教授や教授に比べて競
争倍率が低いが、生命科学分野の 2 件の公募は 20 倍以上であり同様に 2 件
の化学分野は 9 倍以下の応募に留まるなど詳細分野による違いも示されて
いる。逆に、比較的売り手市場なのは健康福祉分野やシステムデザイン分野
である。分野による研究人材需給の違いは明らかであり、人材育成の問題と
して大局的に取り組む必要が示唆される。

2021 年を対象としたデータからは、無期雇用公募当たりの応募数は有期
雇用の応募数に比べて 3 倍以上多いことが示されたが、本稿が対象とした
公募のうち任期が付いていたのは助教職であり教授や准教授職ではほぼ付
かないため、職階による差であると考えられる。そして任期が付く公募のう
ち無期転換の可能性がある公募は半数以上を占めたが、10 年後の無期転換
の可能性は応募数を押し上げないことも示された。助教職の場合は有期雇
用を所与と捉えるためと推察されるが、応募者の意識などの把握が必要で
ある。また准教授職や教授職の場合に、有期雇用と無期雇用で競争倍率がど
の程度異なるのか、無期転換の可能性による影響が見られるのかなどにつ
いては本研究では確認できなかったため、別事例による今後の分析が待た
れる。 

本研究では応募数が極端に多い公募と少ない公募の特徴を見た。極端に
多い公募は応募数が 60 件から 183 件の 5 公募、少ない公募の応募数は 1 件
か 2 件の 12 公募だった。この特徴は分野と職階の関係で表される。すなわ
ち応募数が極端に多い公募は理学部と教授もしくは准教授の組み合わせで
あり、少ない公募は健康福祉学部もしくはシステムデザイン学部と助教の
組み合わせである。また極端に多い場合は東京都という地理的条件が加味
される可能性も考えられる。応募数が極端に少ない公募は看護学や工学に
多く、大学以外での好調な雇用状況を鑑みると、分野特有の背景を検討すべ
きだろう。

本分析で特に注意しなくてはならないのが事例の持つ地理条件や大学類
型の影響である。前述のように東京都立大学は、東京都の知識集積や家族の
事情等で研究者が東京に向かう誘因からの恩恵を得やすい。また公立大学
の安定性も有利に働く。他方で、国立大学の大学教員競争倍率は公立大学よ
り高く、東京都立大学の教育研究体制は公立大学の中ではトップクラスで
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はあるが、RU11 に加盟する研究型大学とは異なる。これら条件はどのよう
に関係するのか、他大学を対象とした事例研究を積み重ねることで理解が
進むと考えられる。本研究が使用したデータは一般に公開されており、納税
者に対して人事選考の適切さを伝えることができる。他大学が続くことで、
さらなる知見が蓄積されることが期待される。 

本分析は東京都の公立大学を対象として分析した事例研究としての意義
はあるが、日本の教員採用の特徴をより明確にして改善に向けた示唆を得
るためには、他国との比較も有益である。国外大学の教員公募、特に英語圏
の大学の場合は国際公募も含まれるだろう。大学教員の採用慣行も国によ
って大きく異なるため（増田 2019）、将来的なテーマとしては、大学教員
採用事例の国際比較も考えられる。 
 
 
 
注 
 
1) 参入経路の違いがもたらす国レベルの影響としては、教員間の権力構造も考え

られる。これは研究の人的資本論によって解釈される。大学教員の職階はネッ
トワークの広さと比例し、高職位であるほどネットワークが広い（Bozeman and 
Corley 2004）。よって職階が高い教員ほど採用情報を多く持つと考えられる。
このような採用情報は資本の 1 つに数えられるだろう。もっとも、公募が普及
すれば就職情報の占有から生じる資本は弱まり、教員間の資本の偏りが減る
ことで、就職を軸とした権力構造がよりフラットになると想定される。しかし
米国の公募のように、候補者の人柄などを担保するため威信の高い人物から
の推薦状が求められる場合は、就職活動に紐づく権威構造は一定程度温存さ
れる可能性も考えられる。 

2) 採用にはマッチングが最も重要だが今回は応募者の属性がデータに含まれな
いため分析を行えない。また、職場環境、例えば大学のガバナンス不全や下部
組織のパワーハラスメントなどにより応募数が極端に減少する可能性も考え
られるが、これらも今回の分析に含めることはできない。 
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